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自治体の非正規問題を考える
慶應義塾大学法学部教授　片山 善博
〇自治体の職場における非正規化の進行
保育所などの福祉施設、各種相談員、教育現場、図書館など住民と向き合う職場で顕著
非正規職員の処遇－地方公務員法の適用がなく、「法的空白地帯」状態
〇自治体において非正規化が進行した原因と背景
民間労働市場における非正規化の進行→自治体が採用条件を低くしても人は集まる
いわゆる「集中改革プラン」の押しつけ
地方自治法改正による指定管理者制度導入の影響
・本来は「お役所仕事」からの脱却による行政サービスの質の向上を期待
・現実には「経費削減」のための便法に
・本来指定管理者制度になじまない職場にも拡大しつつある現状
・自治体が率先して地域経済・雇用における倒錯した「下請け化」を促進
〇菅内閣において取り組んだこと
違法で無効な「集中改革プラン」の撤廃
自治体の非正規化の実態把握
指定管理者制度のミッションの再確認
住民生活に光をそそぐ交付金と「知の地域づくり」
〇自治体行政の分野で今後取り組むべき課題
自治体の非正規にせめてパートタイム労働法なみの保護を
同一労働同一賃金の原則に近づける
労働基本権の実質的回復
非正規問題に対する首長や議員のリテラシー向上
財政構造の変革－成熟社会における自治体行政では教育や福祉など対人サービスが拡大
・その際、豊富な経験や知識がとりわけ重要になる
〇政治の課題と政治への信頼
自治体だけでなく労働市場全体の非正規問題への取り組みが大切
TPP参加をめぐるいくつかの問題
・民間労働市場における雇用条件が一層低下する恐れはないか
・自治体の独自施策の展開を阻害しかねないISD条項などについての情報開示
